





民法 724 条後段の 20 年という期間の法的性質については，最高裁平成























なお，筆者はかつて別稿にて，最高裁平成 21 年４月 28 日判決（判時



































⑴ 久須本かおり「民法 724 条後段の適用制限について」愛知大学法経論集第 183 号
（2009 年）63 頁以下参照。除斥期間に関わる総合的な研究のうち，比較的新しいもの
として，椿寿夫ほか「特集―除斥期間の展開」法律時報 72 巻 11 号（2000 年）４頁以
下，松本克美「時効と正義」（2002 年），手塚一郎「民法 724 条後段の法的性質⑴∼⑹」
早稲田大学大学院法研論集 102 号 286 頁，103 号 310 頁，104 号 222 頁，107 号 264 頁，
111 号 324 頁，130 号 245頁（2002∼2009 年），新井敦志「日本民法の除斥期間に関す
る予備的考察⑴⑵」立正法学論集 69 号 35頁，70 号（2004∼2005年）63 頁，椿寿夫・




３号 53 頁，47 巻４号 83 頁（2010∼2011 年）などがある。
⑵ 最判昭和 54 年３月 15日。
⑶ 時効期間説に立つことを明示する判決として，東京地判昭和５年９月 28 日判時
1017 号 34 頁（日本化工クロム労災訴訟），名古屋地判昭和 60 年 10 月 31 日判時 1175






















こうした学説や下級審判決の動向を受けて，最高裁平成 10 年６月 12 日







⑷ 最判平成２年４月６日裁民 159 号 199 頁。
⑸ 大阪高判平成６年３月 16 日判時 1500 号 15頁，京都地判平成５年 11 月 26 日判時












































平成 10 年判決以降も，724 条後段が争点となった下級審判決において
は，除斥期間の画一的適用を回避しようとする判断が示されている。熊本
地裁平成 13 年５月 11 日判決（判時 1748 号 30 頁）は，平成８年４月１日
に廃止されたらい予防法の下で同法 11 条の国立療養所に入所していた原




















また，戦後補償訴訟に関する判決として，東京地裁平成 13 年７月 12 日































条約が締結された昭和 53 年 10 月 23 日までは損害賠償請求権の除斥期間



























さらに，同じく戦争に関連して，東京地裁平成 15年９月 29 日判決（判














そして，平成 10 年判決以降現在までに 724 条後段の適用が問題となっ
た最高裁判決としては，最高裁平成 16 年４月 27 日判決（民集 58 巻４号
1032 頁），最高裁平成 16 年 10 月 15日判決（民集 58 巻７号 1802 頁），最高
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裁平成 18 年６月 16 日判決（民集 60 巻５号 1977 頁），最高裁平成 21 年４
月 28 日判決がある。これらのうち，最後の平成 21 年判決は時効の停止の
規定を用いて問題解決を図ったものであるが，それ以外の判決はいずれも
除斥期間の起算点の操作によって問題解決が図られたものである。



































一方，最高裁平成 21 年４月 28 日判決は，殺人事件の被害者の相続人で
ある原告が，被告が殺害行為を実行した後，被害者の遺体を約 26 年間にわ
たり自宅の床下に隠していたとして損害賠償を請求した事案において，平




























ては，第一に，最高裁平成 10 年判決や最高裁平成 21 年判決にみられるよ
うな，時効の停止の規定を用いることによって除斥期間の満了を阻止する






























































































⑽ 半田・前掲注 8・151 頁。有力説として，谷口知平「権利濫用の効果」末川先生古希
記念・権利の濫用（上）（1962 年）102 頁，内池慶四郎・判評 217 号（1977 年）17 頁。
























法 724 条後段の除斥期間」岡山商大論叢 35巻１号（1999 年）208 頁。
⒀ 2013 年３月 22 日日本経済新聞西部朝刊社会面 17 頁，全国公害弁護団連絡会議「カ


































しかしながら，原告らの損害賠償請求権は 1969 年 12 月 31 日から 20 年




当であるとして，具体的には，米ぬか油の出荷は 1968 年２月頃で，同年 11
月頃までには，ほとんどが消費されたか，使用を中止されたと考えられる
ことから，原告患者が摂取したのは遅くとも 1969 年内とみられ，起算点は








































































































































































































































































法学 288 号（2003 年）35頁以下参照。そのほか，PTSDと損害賠償を巡る法律問題を
検討したものとして，矢澤久純「外傷後ストレス障害（PTSD）とそれに対する損害賠
償―心因的要因が損害に与しているケースの解決のための一視座」中央大学大学院研
究年報 29 号（1999 年）111 頁，杉田雅彦「交通事故と PTSD―損害賠償請求訴訟にお
ける PTSDの動向と問題点（上）（下）」判タ 1010 号 72 頁，1013 号 55頁（1999 年），
山口茂樹「心的外傷後ストレス障害と損害賠償請求訴訟」判タ 1088 号（2002 年）８
頁，同「不法行為に起因する PTSD等の精神疾患と損害賠償責任（一）∼（三）―間接
損害論・損害範囲論の一帰納的考察―」都立大法学会誌 42 巻２号 43 頁，43 巻１号
229 頁，２号 57 頁（2002∼2003 年）などがある。
































⒆ 宮地尚子「PTSD概念を法はどう受け止めるべきか」ジュリ 1227 号（2006 年）２
頁。




































































































































































































































 民法（債権法）改正検討委員会編「詳解 債権法改正の基本方針Ⅲ 契約および債
権一般⑵」166 頁以下。













































































 前掲注 24 の補足説明では，比較法的考察から，20 年ないし 30 年の期間が例として
挙げられている。ドイツにおいては，生命，身体，健康又は自由の侵害に基づく損害
賠償請求権の消滅時効期間を作為，義務違反又はその他損害を惹起する出来事から 30
年間とする特則が置かれている。フランスにおいては，人身損害に基づく損害賠償請
求権の消滅時効期間を 10 年間とし，拷問，野蛮行為，暴力又は未成年者に対する性的
侵害に基づく損害賠償請求権の消滅時効期間を 20 年間とする特則が置かれている。
